




































































るとするならば、髪型や服装は憲法21条 1 項、所持品は同29条 1 項、移動

























































































































































　原告 X1は、昭和56年 4 月、熊本県の町立 A 中学校（以下「本件中学」
という。）に入学し、昭和59年 3 月同校を卒業するまで生徒として在籍し

















































































































































































2 ．校則によるバイク制限の事案（最高裁平成 3年 9月 3日第 3小法廷判
決、集民163号203頁）
（ 1）事実の概要











　A 高校の生徒である B は、X から本件バイクを借り、同じく A 高校の
生徒である C に本件バイクを転貸した。C は無免許であるにもかかわら
ず、本件バイクを乗りまわしていたところ、誤まって警察官にバイクごと
激突して重傷を負わせ、そのまま B の家に逃げ帰った。B らは、事故の
ことを内密にすることにし、Xに対しても、事故のことを学校にも親にも
内密にするように依頼したところ、Xもその旨約束した。さらにその翌日




警察側から、事件の関係者として C、B ほか 1 人の名前を聞かされた。そ
の後担任らが B らから事情を聴取したところ、X らも関係者であること
が判明し、X の担任は X から事情を聞いたところ、X が本件バイクを購

































































































































































































ろう。この点において、剣道実技受講拒否事件（最高裁平成 8年 3月 8日







3 ．校則による髪型及び服装規制の事案（最高裁平成 8年 2月22日第 1小
法廷判決、集民178号437頁）
（ 1）事実の概要
　原告 X は、兵庫県の市立 A 中学校（以下「本件中学」という。）の学
区内に居住する小学校に在学する 5 年生の男子である。本件中学の学校規
則である生徒心得（以下「本件規則」という。）には、第 2 章10項 1 号別
図において、男子生徒は「頭髪…丸刈りとする。指の間から出るまでに刈













































































































































談会（塩野発言）、 5 ～ 7 頁を参照。
















































































13条 3 項（現26条 3 項）は、退学処分についてのみ 4個の具体的な処分事由を定め
ており、被上告人大学の学則36条にも右と同旨の規定がある。これは、退学処分
が、他の懲戒処分と異なり、学生の身分を剥奪する重大な措置であることにかんが
み、当該学生に改善の見込がなく、これを学外に排除することが教育上やむをえな
いと認められる場合にかぎつて退学処分を選択すべきであるとの趣旨において、そ
の処分事由を限定的に列挙したものと解される」と判示している。
40　前掲註18千葉地裁判決。
41　剣道実技受講拒否事件をはじめ、生徒の退学処分が問題となる事案においては、
処分によって生徒の被る不利益が「極めて大きい」ことが、審査密度を高くする重
要な要素と考えられる。
42　阿部泰隆「判批　丸刈り強制校則の処分性と入学前の生徒の原告適格」『ジュリ
スト』1061号、117頁以下。
43　市川須美子「判批　中学校校則の処分性―丸刈り訴訟最高裁判決」『法学教室』
191号、99頁。
44　土井、前掲註 7 論文、181頁。
45　市川、前掲論文、同頁。
46　兼子仁「君が代、学校教育、情報人権」『日本教育法学会年報』21号、42頁。
47　判例においては、岐阜県青少年保護育成条例事件（最高裁平成元年 9月19日第 3
小法廷判決、刑集43巻 8 号785頁）における伊藤正己裁判官の補足意見が注目され
る。当該事件は表現の自由に対する条例による制約であり、校則による自己決定権
の制約とは事案を異にするものの、パターナリスティックな干渉については、成人
に対する制約よりも緩やかな審査が妥当するとの説示である。
48　石川他、前掲座談会（塩野発言）、10頁。
